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３．ZEB化改修計画の作成 

本試行におけるZEB化改修計画の作成手順を表-1

に示す。まず、STEP-1として、現状（レベル0）のエ

ネルギー消費性能の把握を行った。対象とした事務

所庁舎ビルでは改修工事が繰り返されており、その

都度工事に必要な部分の図面だけが作成されていた

ため、複数の図面を組み合わせて経時的な推移を把

握し、図面では不明な箇所については現場調査で現

状を把握した。調査結果を基に、省エネ基準の適合

性判定プログラム（Webプログラム、標準入力法）1)

を使用して一次エネルギー消費量を算出したところ、

2655.5 MJ/m2年（BEI=2.08）となった。 

次に、STEP-2として、標準的な設備改修設計（レ

ベル1）を行った。建築設備設計基準を用いて機器を

選定し、市場調査に基づき機器効率を設定した。一

次エネルギー消費量は2377.5MJ/m2（BEI=1.87）とな

り、レベル0に比べると約10%減となった。 

STEP-3では、ZEBを目指した改修設計（レベル2）

を行った。空調設備をパッケージエアコンによる個

別分散方式に変更し、BEST(専門版)による動的負荷

計算を活用してピーク負荷を150W/m2以内に収める

工夫（開口部の断熱強化、全熱交換器の導入、予冷

時間の調整等）を行った。一次エネルギー消費量は

517.5MJ/m2年（BEI=0.41）となった。レベル2+では、

現状の屋根面積等から太陽光発電を236kW導入でき

ると判断した。一次エネルギー消費量は349.6MJ/m2

年（BEI=0.28）となった。 

STEP-4では、改修前後の光熱費及び改修工事費用

の算出を行った。算出結果を図-3に示す。光熱費に

ついては、電気32.29円/kWh、ガス193.8円/m3、灯油

120円/Lとして算出を行った。改修工事費用について

は、一般財団法人建築保全センター平成31年版建築

物のライフサイクルコスト第2版などを活用して概

算した。 

最後に、STEP-5として費用対効果の分析を行った。

レベル1とレベル2+で光熱費は4280万円/年の差、改

修工事費は6億1400万円の差であり、レベル1からレ

ベル2+への投資回収年数（改修工事費の差／年間光

熱費の差）は14.3年となった。 

 

４．まとめと課題 

実在する事務庁舎ビルを対象として「ZEB化改修計

画」を試行的に作成した。昭和53年竣工の事務庁舎

でもZEB Readyの達成は可能であることが分かった。

一方、ZEB改修への投資回収年数は14.3年と長い。室

内温熱環境の向上など光熱費削減以外のベネフィッ

トの訴求方法について今後検討する必要がある。 

☞詳細情報はこちら 

1) 建築研究所：建築物のエネルギー消費性能に関

する技術情報（協力：国総研） 

https://www.kenken.go.jp/becc/index.html 
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標準改修

改修費 4億8300万円

光熱費 4960万円/年

ZEB改修（＋太陽光）

改修費 10億9700万円

光熱費 680万円/年

表-1 ZEB化改修計画の作成手順 

項目 内容

1-1 既存図面確認、整理

・図面、資料の有無と状況を確認する。
（建築図、設備台帳、構造計算書）
・既存図面では、断熱性能、建具、設備の種類、配置を確
認する。

1-2 現場調査
・建物を訪問し、現状の設備の配置、台数、型番などを確
認、記録する。
・設備管理者に設備の状況をヒアリングする。

1-3
エネルギー消費性能
の評価

・建築物のエネルギー消費性能計算プログラム（非住宅
版）を使用して、一次エネルギー消費量を算出する。

2-1 改修設計の実施 ・標準的な設備改修設計（設備更新）を行う。

2-2
エネルギー消費性能
の評価

・建築物のエネルギー消費性能計算プログラム（非住宅
版）を使用して、一次エネルギー消費量を算出する。

2-3 改修費用の算出 ・概算費用を算出する。

3-1 改修設計の実施 ・ZEB案を作成する。

3-2
エネルギー消費性能
の評価

・建築物のエネルギー消費性能計算プログラム（非住宅
版）を使用して、一次エネルギー消費量を算出する。

3-3 改修費用の算出 ・概算費用を算出する。

4-1 省エネ性の分析
・一般的な省エネ改修とZEB化改修の省エネ効果、CO2削

減効果などを計算し比較する。

4-2 経済性の分析
・一般的な省エネ改修とZEB化改修の費用、省エネ額を用
いて、回収年数を比較する。

5-1
改修内容・費用対効
果等の取り纏め

・改修提案内容、費用対効果等、検討結果を分かりやすく
取り纏める。
・利用可能な補助事業等がある場合は、補助事業を活用
した場合の実質費用を計算する。

5-2
改修スケジュールの
作成

・改修設計から竣工までの実施スケジュールを作成する。

STEP 5) ZEB化改修計画の作成

STEP 1) 現状のエネルギー消費性能の把握

No

STEP 2) 標準的な設備改修設計の実施

STEP 3) ZEBを目指した改修設計の実施

STEP 4) 省エネ性・経済性の把握

図-3 改修によるエネルギー消費量削減効果 

 

研究動向・成果 
 

 

まちなかパブリックスペース間の 

有機的連携効果の活用ツール開発 
(研究期間：令和３年度～令和６年度) 

都市研究部 都市施設研究室 

小笠原 裕光 新階 寛恭 益子 慎太郎  

（キーワード）Well-being、公民連携、ウォーカブル、官能評価（五感）、Imageability、エリア価値向上  

 

１．研究の背景・目的 

ポストコロナにおいてデジタル化が急速に進展、

人々のライフスタイルが多様化し、Well-being 等の

ひとりひとりに寄り添った生活の豊かさが志向され

る中、全国のまちなかの各拠点において、官民一体

となったウォーカブルな「居心地が良く歩きたくな

るまちなか」の形成等により、多様な人々の出会い・

交流を通じたイノベーションの創出、人間中心の豊

かな生活の実現を目指す取組が進捗している。限ら

れた投資余力の中でこうした取組の効果を高めるた

めには、人々の生活動線であり、多様な活動の拠点

でもある街路、広場、公園、河川等のパブリックス

ペース（以下、PSという）が、相互に複合的に結び

つき全体を形成し、相乗効果を発揮することで、ま

ちなかエリア全体へ効果が波及し、価値を高めてい

く発想が重要である。一方で、効果の要素、程度は

不明であり、地域における都市再生施策の展開に際

し課題があった。本研究では、有機的連携効果の要

素、発現状態を予測・観測することで、地域の施策

改善に役立てる方法を構築することを目指す。 

 

２．PSの有機的連携を評価軸として用いた都市再生 

 図-1は、都市再生施策の計画・実施から、有機的

連携効果を評価・分析し、計画の改善・実施を繰り

返すことで、今後求められる主なアウトカムの実現

に至るまでの、マネジメントサイクルを表している。 

 有機的連携効果の要素項目については、都市活動

に関わる、利用者、施設管理者、まちづくり団体の3 

つの立場から、物理面、活動面、心理・社会面の3

つの切り口による計9分類を行った。これらを、都市

再生施策の計画段階でのPS連携効果の予測、実施段

階での現場状態の適切な把握、効果発現の継続モニ

タリングを行う評価軸として用いることを想定する。 

 

３．利用者への街頭インタビュー調査結果 

令和４年度は、PS連携効果の要素のうち、利用者

目線に焦点をあて、街頭インタビュー調査を行った

（令和４年11～12月）。対象地区は，エリアの将来

ビジョンを策定し，連携を意識した先進的な取り組

みがみられることを前提に、地域特性、PSの多寡、

利用者特性等が異なる3事例、金沢市片町・香林坊・

広坂エリア、横浜市みなとみらい地区、岡崎市乙川

リバーフロント地区を抽出し、各地区について、PS

利用者へのインタビューにより、PS間のつながりに

よって感じる行動・意識等の変化を確認した（サン

プル数は、平日・休日の各1日ずつ計2日間、10時～
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図-1 都市再生のマネジメントサイクルにおける有機的連携の活用イメージ 
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16時で、各地区200件前後、各調査日とも100件前後）。 

結果、都市空間特性、来訪目的に応じたエリア全

体での利用者の生活満足度の向上や行動範囲・活動

内容の広がり等の効果を明らかにした（図-2）。 

図-2 令和５年度検討へ：連携の因果の考察 

 

４．専門調査員によるPS連携状態の五感調査等 

令和５年度は、エリア単位よりミクロなスケール

を取り入れ、各PS単位、多様な交通ネットワーク、

ファニチャースケールといった、マルチスケールで

の相互の空間関係を、量的・質的調査の混合法で複

合的に把握することとし、管理者、まちづくり団体

の立場も含めた９類型全体の適用の可能性や効果の

要素項目の広がり、妥当性、相互の要素間の関係性

等を、各主体へのヒアリングにより総合的かつ詳細

に検証するとともに、利用者目線については、人間

の五感での認知に着目し、複数箇所のPS間における、

物理的な連携状態、人々の活動状況について、都市

専門の調査員５名による現地踏査を行った。現地踏

査にあたっては、滞留・移動空間の状態や物理的な

見通しなどの物理面のほか、滞在者の属性、Jan Gehl

による人々の活動分類といった活動面、SD法による

空間感覚の把握といった心理・社会面を加味した調

査票を作成し各PSの状態を確認した。また、連携評

価指標にImageability（legibility：分かりやすさ、

visibility：見えやすさ 等）を加え、Kevin Lynch

による５つのエレメント（Path、Landmark、Edge、

Node、District）を表現に用いたイメージマップ、

Link & Placeマップを作成、可視化し、PS間のこれ

らの視点による関係性を確認した（図-3）。 

調査は、墨田区、岡崎市、静岡市、大阪市、長野

市の５都市の中心部で行った。結果、複数のPS間に

ついて、周辺土地利用等も含めた連携関係、すなわ

ち、つながり、一体性、また、静的・動的さまざま

な活動空間の選択肢の多様性が、視覚、匂い、音、

触覚（+体性・深部感覚）、味覚など五感を通じ快適

な連鎖で体感されるエリアは、自然と居心地が良く

歩きたくなる傾向が強く、活発な歩行、活動の多様

性、感性の刺激・高揚に繋がる可能性が示唆された。

一方、個々のPS空間のデザインがよくされながらも、

人々の利用が少ない箇所では、有機的連携の一部が

明確に乏しい面も確認された。また、連携効果の発

揮には、ごみ飛散や汚れの連続、臭気・騒音伝達、

交通錯綜・分断、通行路面の段差・凸凹、電線・遮

蔽物による景観影響等、PSを通じた不快な連携阻害

要因を丁寧に取り除くこと、ほか、均質化によるあ

りふれたPS空間が連続している等の、負の連携を防

ぐ重要性も示唆された。 

図-3 Imageability調査、マッピングの様子（抜粋） 

 

５．今後の取り組み 

 作成を進めてきた調査票等は、地域の官民主体に

よるまちあるきワークショップ等を通じて共創まち

づくりの取り組みを進める際に、連携を加味した施

策内容の検討や合意形成に役立てられるよう、各種

連携状態を関係者間で共有する、共通のサーチライ

トツールとして活用することを想定する。今後は、

現場でのモニター調査等を経て、指標の磨き上げを

行い、評価方法を体系化し，全国地区での汎化性を

高めるとともに、地域性や各地区の施策目的に応じ

て適切に評価項目をカスタマイズする柔軟な活用方

法についても検討し、ガイドラインを提示したい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 令和５年度 国土交通省 国土技術研究会 発表課題論文集＜活力＞p.22-27  

https://www.mlit.go.jp/chosahokoku/giken/ 
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図-3　Imageability 調査、マッピングの様子（抜粋）
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